
（別添４）

令和元年度鳥取県市町村創生交付金　対象事業 智頭町

（１）基本交付額分

対象事業名 事業名・事業内容
事業費

（千円）

1

６　農林水産業等の振興
（４）農林水産業を営む個人又は法
人その他の団体が行う農林水産業に
従事する人材の確保・育成のための
試行的な取組の支援に要する経費

【地域農業振興プラン支援事業】
各集落での担い手が後継者へ農業経営をつなげるため
の機械導入、施設整備の支援を行う。

2,927

2

７　人権尊重の社会づくりの推進
（１）人権問題解決のため住民学習
を計画又は運営する人権教育推進員
の設置に要する経費

【人権教育推進員設置事業】
　人権教育推進員を設置し、人権問題学習活動の指導
助言や学習相談を推進する。

2,200

3

７　人権尊重の社会づくりの推進
（２）人権問題解決のための住民の
自立支援及び福祉の向上を図る相談
員の隣保館等への設置に要する経費

【総合相談充実事業】
　人権、同和問題の速やかな解決に資するため、生活
相談員を設置し、地域住民の生活上の相談に応じ、必
要な助言及び指導を行うとともに、関係行政機関と緊
密な連携を保ち支援に努める。

2,296

4
７　人権尊重の社会づくりの推進
（４）人権意識の向上を図る研修会
等の開催に要する経費

【智頭町同和教育推進協議会委託事業】
現存する部落差別の解消を中心的課題に、すべての人
権問題の解決に向けた教育・啓発活動を行政が中心と
なって智頭町同和教育推進協議会などと連携して推進
していく。

1,700

5

８　地域文化、芸術の振興
（１）民俗芸能、伝統芸能等の継承
又は地域文化活動の活性化に要する
経費

【文化祭委託事業】
　町民の文化活動の成果を発表する場である文化祭の
開催を、智頭町文化協会に委託し、町の秋のイベント
として定着するような文化祭を目指す。

500

6

８　地域文化、芸術の振興
（１）民俗芸能、伝統芸能等の継承
又は地域文化活動の活性化に要する
経費

【文化協会補助金事業】
　町内文化団体が加盟する文化協会の活動（サマーコ
ンサート・ふれあいコンサート開催補助等）支援を行
う。

470

7

８　地域文化、芸術の振興
（２）文化財（市町村指定が見込ま
れるものを含む。）の補修又は活用
に要する経費

【石谷家住宅維持修繕事業】
　重要文化財として公開している石谷家住宅の破損等
の修繕を行う。

1,089

8

８　地域文化、芸術の振興
（２）文化財（市町村指定が見込ま
れるものを含む。）の補修又は活用
に要する経費

【石谷家住宅庭園管理事業】
　重要文化財として公開している石谷家住宅の庭園の
維持管理及び補修を行う。

5,030

9

８　地域文化、芸術の振興
（３）小・中学校等で行う音楽、演
劇等の芸術鑑賞会の開催に要する経
費

【智頭小学校青少年劇場巡回公演委託事業】
　芸術鑑賞の機会の少ない小規模校の児童に対して、
優れた芸術を鑑賞する機会を等しく提供し、豊かな情
緒を培い、健全な育成に資する。

599

10

８　地域文化、芸術の振興
（３）小・中学校等で行う音楽、演
劇等の芸術鑑賞会の開催に要する経
費

【智頭中学校青少年劇場巡回公演委託事業】
　芸術鑑賞の機会の少ない小規模校の児童に対して、
優れた芸術を鑑賞する機会を等しく提供し、豊かな情
緒を培い、健全な育成に資する。

599
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対象事業名 事業名・事業内容
事業費

（千円）

11 ９　市町村の自主的な行政運営

【同和地区高等学校等就学奨励金支給事業】
　町内の同和地区に居住する者の子で、経済的に就学
が困難な家庭環境にある高等学校、高等専門学校、短
期大学及び大学並びに各種専門学校及び養護学校高等
部在学者に対し、就学奨励金を支給する。

2,748

12 ９　市町村の自主的な行政運営

【店舗改修補助金事業】
　店舗改修に要する費用の一部を補助することによ
り、店舗の活用の促進を図り、地域経済の活性化に寄
与する。

500

13 ９　市町村の自主的な行政運営
【新規創業・開業支援事業補助金事業】
　町内で新たに創業するものに対し、事業に要する経
費の一部を補助することにより、商業の振興を図る。

500

事業費　計 21,158

（２）調整交付額分

対象分野名 事業名・事業内容
事業費

（千円）

1

事業費　計 0

令和元年度交付決定額の算定方法 （単位：千円）

基本交付額分

対象事業費 ［①］ 21,158

基本交付基準額（①×1/2　千円未満端数切り捨て）［②］ 10,579

基本交付額 ［③］ 10,046

②と③のいずれか低い額 ［④］ 10,046

調整交付額分

対象事業費 ［⑤］ 0

調整交付基準額（事業ごとの事業費×1/2（１事業の上限1,500千円 千円未満端数切捨て）の計）［⑥］ 0

⑥を上限に採択状況に応じて配分した額 ［⑦］ 0

令和元年度　交付額 ［④＋⑦＝⑧］ 10,046

平成３０年度　精算額 ［⑨］ 0

令和元年度　交付決定額　 ［⑧＋⑨＝⑩］ 10,046
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